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第4章プライス・キャップ制の経済分析
4．1　問題の背景
　プライス・キャップ制は，1980年代に模索され
た規制緩和の手段の中でも，特にその有効性が注
目され，1990年代ではその導入が電気通信のみな
らず他の分野でも検討され始めている。歴史的に
はイギリスがBTの民営化と同時に，新しい規制
のスタイルとして一早く現実に適用し，アメリカ
では既にその制度をアメリカ型に改訂して実施に
移している。わが国についても，適正報酬率規制
に代替しうるものとして，この制度の持つ有用性
を検討すべき段階にあると言える。
　この制度の目的は大別して次の三つに分けるこ
とができるであろう。まず第一には，適正報酬率
（Rate　of　Return　Regulation：以下ではRORと
略す）規制にともなう政府規制のためのコストの
削減である。RORの実現のためには，本来市場で
結果的に実現すべきことを，人為的にシミュレー
トすることが要請される。それは本来実現不可能
なことではあるが，制度の建前上，膨大な資源を
投入してこれがなされてきた。特にアメリカでは，
規制の当否を裁判によって決着させるというシス
テムから，規制制度自体は巨大な資源を必要とし
た。このような資源を節約することが他の代替的
制度によって可能となるなら，これを導入しよう
というのが最近におけるアメリカのプライス・キ
ャップ導入の一つの契機である。
　第二には，プライス・キャップの制度が事業者
に対して，ビジネス・インセンティヴを与えると
いう側面が重要である。プライス・キャップは，
RORとは異なって事業者に高い自由度を与え，経
営努力の成果の一部は事業者に帰属する仕組みを
内蔵している。そして同時に結果的には，技術革
新の成果を消費者に還元できるというのが，この
制度のもつ利点である。このような成果を実現す
る上で，一定の規制は相変わらず必要とされる。
しかしこのような形での規制には，投入すべき資
源は少なくてすむというのが，この制度のいま一
つの利点でもある。
　第三に理論的可能性として強調されることがあ
るのは，この方式を採用することがラムゼイ最適
価格の実現につながるというものである。ラムゼ
イ価格は収支の均衡という条件を満たした上で，
社会的余剰を最大にするものである。したがって，
プライス・キャップ方式がそれを自動的に達成す
ることができるとすれば，それは一つの社会的厚
生の最大化一セカンド・ベストの状況一をもたら
すという望ましい性質のあることがわかる。
　さて本章では，以上のような背景を持つプライ
ス・キャップの制度について，主として生産性の
観点を中心にして理論的な分析を試みる。われわ
れのモデルは電気通信に限定されず一般的な状況
を分析することができるが，さらにこれを電気通
信のケースに限定するとともに，厚生経済学の視
点から，より立ち入った検討が次になされている。
特にわが国の特徴である市内電話料金に関する規
制が，どのような経済的効果をもっかが，ここで
明らかにされるであろう。
4．2　プライス・キャップ方式と全要素生産性
　プライス・キャップと呼ばれる価格規制方式の
もっとも素朴なものは，次式で示されるような制
約式に料金の上昇率を抑えるというものである。
　　　料金上昇率＝物価上昇率一生産性上昇率
　料金はあるサービスのグループについて，その
料金の上昇率をサービスごとの金額シェアで荷重
平均したものである。そのような平均価格上昇率
が一般物価上昇率から生産性上昇率を差し引いた
範囲内にあればよいというのが，最初イギリスで
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採用されたプライス・キャップであった。
　このような方式が提案された背景には，次のよ
うな理論的枠組みが存在する。そしてこの枠組み
をそのまま現実の政策として応用したのがプライ
ス・キャップ制の特徴である。
　まずある製品の価格をP，その生産量をXとし
よう。また生産に必要となる総費用Cは必要なイ
ンプットの総集計量Vに依存するものとする。
この集計されたインプットVの平均単価をvと
表す。
　Vは，資本，労働，原材料などの諸インプット
を集計的に表現したものである。この製品の販売
がもたらすマーク・アップ率をmとすると，恒等
的に次式が成立する。
　　　PX＝（1＋m）C＝（1＋m）vV＝kvV　　（1）
　　　　m≧0　　および　　　々＝1十m
　ここで全要素生産性（Total　Factor　Productiv－
ity；TFPと略称する）を次のように定義する。
　　　TFP一畢　　　　　（・）
するとTFPの変化率は恒等的に次の関係を満た
す。
　　　群一券一ギTF・－4吾夢P　（・）
　　　　　　　　　　，
さてこのTFPの変化率は次のようなさまざまな
形で再び恒等的に表現できる。
　　　墨器一号（一・）・・一辮
一÷＋f（1－・）・・一灘
（4）
（5）
　　　　　　　　　　　　　dAC／AC　　　 v　　 x　　　　　＝万『δ7，δ＝dX／x　（6）
　ここでαはVという実物で表示した規模の弾
力性である。すなわち，全生産要素が1％増加した
とき，生産量が何％上昇するかを示す。また，γは
コスト弾力性と呼ばれ，生産が1％上昇するとき，
コストが何％上昇するかを表示する。総コストは
生産が上昇するとき減少することはないから，生
産が増加するにつれ相対的にコストがそれ以上に
増加するか否かを表示するものである。さらにδ
は生産量が1％上昇するときに平均費用ACが
何％変化するかを示すものである。
　これらの三つの弾力性はいずれも規模の弾力性
の程度を表示する上で有用なものである。αは実
物表示という形で総インプットに対し生産量が変
化する程度を示すものである。これに対し，γとδ
はいずれも貨幣単位で示されるコストが生産量に
よってどう変わるかを示している。γは生産量の
増大に対し相対的に総費用の増加が小さければ規
模の経済1生があることを表示できる。一方δは平
均費用が生産量とともにどう変わるかを示すもの
で，規模の経済性とは平均費用が逓減することを
示すのでδは負の値のとき，それが実現する。す
なわち以上を要約すると，規模の経済性が働くこ
とは，
馴　　　（・）
と同値である。
　さて次に①の定義にもどり，これを時間につい
て微分すると次式がつねに成立する。
　　　｝－i’÷＋暑一・菩
　　　　t＋÷一群　　　　　（・）
　⑧式で々／kはマーク・アップ率の変化率であ
る。いまこれを0と置くと次式をうる。
　　　；一÷一群　　　　（・）
　さてこれはマーク・アップ率の変化をゼロとし
たときに，価格変化率と全要素平均価格および
TFPとが満たされなければならない関係を示し
ている。すなわち価格は全要素価格の上昇があれ
ばその分だけ上昇するがただし全要素生産性の上
昇分だけこれが相殺されるというものである。
　実はこの関係がプライス・キャップ方式を採用
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する理論的な根拠をなすものと見ることができ
る。プライス・キャップ方式は，ある適切な規制
の出発時間を定めて，その時点のマーク・アップ
率を適正なものとみなし，それ以上にも以下にも
ならないように価格上昇率を与えるものである。
したがって，プライス・キャップはつねにある期
間内という時間的制限を負っている。当初定めた
期間がすぎた後には，改めて出発時間を定め，適
正な利潤率を固定するという作業が必要となる。
　また（9）式では，全要素平均価格Vの変化率が登
場するが，これを実際の規制では適切な指標で代
替する必要が生ずる。そこで考えられるのは，生
産要素変化をリードする要素価格である。これは
一概に何が適切ということはできず，政策上の異
論がありうる。しかし常識的には（特にアメリカ
やイ・ギリスでは〉賃金率の変化あるいはこれと連
動するものとしてGNPデフレータや小売物価指
数が利用されている。これらの指標を用いること
が果して適切か否かは具体的な規制産業自体の性
格をも含めて検討すべきであろう。いずれにせよ，
実際の規制システムではV／Vの代替物としてイ
ギリスでは小売物価指数，アメリカではGNPデ
フレータがとられている。
　こうしてプライス・キャップ方式は，マーク・
アップ率の変化をゼロに規制するというときの，
価格と全要素生産性との関係をGNPデフレータ
や小売物価指数という代理変数を通じて結びつけ
たものと見ることができる。
4．3　プライス・キャップのモデル
4．3．1モデルの特定化
　プライス・キャップは複数の商品についてその
加重平均価格が物価上昇率，全要素生産性上昇率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　む
と一定の関係を保つことを要請している。いまサ
ービスが1からnまであるとしよう。すると総売
上高に対するサービスiのシェアをWiとして，
次式が成立する。
　　　孝略一1嶋＋孝蝪一1観需（1①
　プライス・キャップはここでマークアップ変化
率厨々、の荷重平均がゼロになるような規制を行
なうことである。つまり
　　　1婿一鴇尋峠器　（ll）
　以上の方式の持つ意味を明確にするために，二
つのサービスを考えて，モデルの特定化を行なっ
てみよう。いまサービスはX1とX，とし，その価
格をPr，　P，とする。またコストをC，，02，全要素
集計量をV，，V，，その平均価格をVl，　v2とあらわ
す。以上から
　　　P，X、ニk1　C，＝k1　v1　V，　　　　　　　　　⑫
　　　P、X2＝le2　C2＝k，　v2　V，　　　　　　（13）
　　　（ん1，k2はマークアップ率）
X、とX，とについて次のような需要関数を想定
する。
　　　X，亡＝X，o　（1『lo）　eglt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14＞
　　　X2t＝X20（P20）e92t　　　　　　　　　⑮
　　　9i，　g2はX，，　X，の自生的な成長率である。
このような需要関数のもとでは
　　　蓋一砦葺壱誓一一暖＋9i
　　　　　　　　　　　　（i＝1，　2）　　　　　　　（16｝
がつねに成り立つ。但しμごは需要の価格弾力性
で，
　　　　　　dX。／x。
　　　μ一一dP。／P。
この関係を用いると，
　　　書十葺＋一誇一差
　　　　　十舞＋壕（（・）式より）
　　　　　一含＋・誉
これによって
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と書くことにする。
すなわち，サービス1と2について，
　　　θi＝（1十μガ）7ri　一（Si9i　　（i＝1，　2）
が成立する。
　　　　　　・2－一総箱＋轟笠）　（2・）
　　　　そこで次に，規模の経済性に関する特性δ、につ
（10
　　　いて考えてみよう。6，は平均費用が逓減するとき
　　　負の値をとる。成長型市場ではdiは負となると考
　　　えることができるから，⑳は切片の符号は負とな
　　　る。そこで⑳式は，図一1のように表される。
（18）
　プライス・キャップ規制はこのθ1とθ2との加
重平均をゼロとすることだから，
　　　ω1θ1十ω2θ2＝ω1π1（1十μ1）－Wi　61　91
　　　　　　　　　＋w、π、（1＋μ、）－w、6，9、
　　　　　　　　＝0　　　　　　　　　　　⑲
すなわち，
　　　71・2－一畿乃＋噺畿弊⑳
　これはサービス1の価格変化率と，サービス2
のそれとの関係を与えるもので，このモデルでは
それが（π、，π、）平面上の直線で示される。
　⑳式でπ1の係数は，つねに負である。これに対
して，切片の大きさは＆，6，（i＝1，2）の符号に
よって正，負いずれの値をもとりうる。そこで以
下では，X1，　X，というサービスの特性によって
9i，6，の符号を考え（π1，π2）の領域を決定するこ
とにしよう。
4．3．2　π、とπ2の領域
　いまX，とX，とについて，Xlは成長型市場の
サービスであり，X，は停滞型市場のサービスであ
るとする。このことをもっとも簡単に示すために
は，成長率9i，＆について，
　　　豊：1｝　　　　⑳
というケースを考えればよい，このとき⑳式は
π2
（幅
1十μ1’
@　B
・
）
0
A
　　　　ω、（1＋μ、）
Q血⊥
）
ω
画
9
1π2　＝
　　　　　　十鉗、（1＋μ、）
ω2（1＋μ
図一1
Zl
　図1から明らかとなるのは，次の点である。
　（i）成長サービス1の価格を上昇させるときに
は，これと代替的に衰退型サービスの価格を下落
させることが必要である。（第4象限）
　（ii）成長型，衰退型サービスの価格を双方とも
下落させることができる範囲が存在する（第3象
限）。この範囲は，
　　　・・1＞ω巽鑑）
　　　　　digi
　　　π2＞
　　　　　1十μ1
　　ひの範囲に限られる。
　GiD成長型サービス1の価格を下落させ，他方
で衰退型サービスの価格を引きあげるという選択
も可能である（第2象限）。
　さて以上の3ケースについて，その境界を決定
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しているのは，π1の切片Aとπ2の切片Bであ
る。AとBの位置は，（Wi，（Sti，9i）の大きさに依
存している。これらのパラメータの果たしている
役割をここで分析してみよう。
　まずサービス1とサービス2のウエイトについ
ては，成長型サービスのウエイトが大きいほど，
切片Aは下方へ切片Bは左方へとシフトする。
逆にw2のウエイトが大きければその分だけ，　A
とBとは逆方向ヘシフトすることがわかる。
　次に成長サービスの規模の経済性δについて
は成長サービスのδ，の絶対値が大きければそれ
だけAは下方へBは左方へとシフトする。
　さらに成長率9iについてみると，成長サービス
の成長率8・1が大であるほど，切片Aは下方へ，B
は左方へとシフトする。すなわち，Wl，6，，＆の
3つのパラメータはいずれも同方向へとπ2直線
をシフトさせる効果を持っている。またω1につ
いてはπ2直線の傾きにも影響を持ち，Wlが大で
あるほどその傾きは急になることもわかる。
　これ以外に切片と傾きに影響を与えるものは価
格弾力性μ1とμ2とである。成長サービスの価格
弾力性μ1が大であるとき切片Bは左方へ，衰退
サービスの価格弾力性μ2が大であるとき切片A
は下方へとシフトする。しかし傾きについてはμ、
とμ2がともに大であれば，その傾きは一義的には
決定しない。
　これらをまとめると，成長サービス分野につい
てそのシェアWl，規模の弾力性δi，成長率g、，価
格弾力性μ、がいずれもより大きいとき，π2直線
は図一2のように下方ヘシフトする。
　このことは，成長分野でのサービスが商品とし
て相対的に重要な性格をもつときには，サービス
1も2もともに価格を引き下げながら，プライス・
キャップのもとでマーク・アップ率を一定に保つ
ことができるということを示している。
　ここで，衰退型サービスの成長率がゼロでなく，
負の値をとること，そしてこのサービスでは規模
の経済が少なくとも働かないというケースを考え
π2
β’　　　　　　β O
君
／
∠47
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zOL↑，　1δ1↑，81↑，　μ1↑
π2
図一2
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　π
噤{磁・）（ 躍、（1＋μ、〉　’
@　　蝋1＋μ1）　　　ω、び、9、
π・＝一 h、（1＋μ、）π1＋ω、（1＋μ、）
　　　　　　　　　図一3
てみよう。すなわち，
　　　測｝　　　　㈱
　この場合には，切片Aの符号は一義的に定まら
ず，
　　　W，6、9i＋鴎（S，9、＜0
というケースも考えられる。このときπ2直線は図
一3のように第1，2，4象限を通ることになる。す
なわち，π、とπ2との組合せは，π1とπ2がともに
正で，双方の価格を引きあげるというケース（第
1象限），サービス1の価格を引き下げると同時に
サービス2の価格を引きあげるというケース（第
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2象限），およびサービス1の価格を引きあげなが
らサービス2の価格を引き下げるというケース
（第4象限）がありうる。
　しかし合理的な技術の選択がなされている限
り，16，1の値が著しく大きいということは考えら
れず，通常それは0に近い（すなわち，規模に関
して収穫一定）と想定するのが妥当である。先の
図一1のケースと同等に考える必要はないであろ
う。そこでわれわれは，第一に分析したπ2直線が
第2，3，4象限を通ることを標準的なケースとし
て分析を行なうことにする。
4．4　電気通信規制への適用
4．4．1料金に関する制約
　前節までに分析した，プライス・キャップのも
とで選択しうるサービス1とサービス2の価格に
ついて，本節では具体的に電気通信分野に対象を
限定してその応用を試みる。
　まずサービスの1と2の区分についてみると，
需要の成長率および規模の弾力性の二つの視点か
らは市外サービス分野がXl，市内サービス分野を
X，とみなすことができるであろう。ここでは特に
規模の経済性を考えると，市内はこれがほとんど
働かないという事実からX，を市内とすることが
妥当である。しかし市内といっても，その需要に
ついては成長型の分野もある。したがってより正
確には規模の経済性が働かず，需要の停滞してい
る市内のみをX2とするのが正確であろうが，こ
の分析では市内という概念を一括してX，に対応
させていることに留意する必要がある。
　さてX，が市内サービスと特定化することがで
きるとすると，次に考慮せねばならないのは，市
内サービス料金を引きあげることについては，社
会政策的見地から自ら上限があるということであ
る。
　イギリスやアメリカのプライス・キャップ制に
おいても，市内料金にはその上限が課せられてい
るし，わが国では当面値上げ自体が不可能な状態
にある。しかし他方では市内サービス料金は市外
からの内部相互補助によって成立している。した
がって市内料金を現行以上に値下げすることは内
部相互補助をさらに拡大させることになるので，
これもまた選択の対象とはならない。そこでモデ
ルのπ、については，まず
　　　0≦π2≦RH（RHは市内料金の上限値）　⑳
という制約が課せられる。
　他方，市外サービス料金π1については，基本的
に値下げは自由であるが，ここにも競争政策上の
視点からある水準以下への値下げはライバル企業
へのpredationと見なされ，その下限が設定され
ている。つまりπ1については，
　　　－R．≦π1　　　　　　　　　　㈱
という規制を考えねばならない。
　これ．ら2つの制約を図示してπ、直線の有効部
分を示したのが次の図一4である。
　図一4ではπ2に関する制約の方がπ、の制約よ
りも有効となってXYの部分がπ1とπ2とのと
り得る範囲を与えている。π、に関する制約は5％
とかそれ以下という値をとることがなく，一方π、
の制約はpredatory　pricingを回避するために一
30％位の値をとることが多い。そこでπ、の傾きに
も依存するが，概ねπ1の制約の方がbindingとな
る可能性が高い。
π2
x RH
0
五1五 γ
π2
図一4
π】
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4．4．2　社会的厚生
　プライス・キャップ制度のもとでサービス1と
2の価格がとり得る範囲は，以上の分析からXY
の区間に限定されることが明らかとなった。それ
ではこのXYの間にある（π、，π2）のどのような
組合せが社会的に見て最適となるであろうか。企
業はXY間にある限り，どのようなπ1とπ2の組
合せを選ぶことも自由である。これに対して利用
者の観点から見て望ましいπ、とπ2の組合せは，
π、とπ2についての社会的効用関数を考えること
で分析できる。この効用関数σを次のように与え
ることにしよう。
　　　σ＝σ（π1，π、）　　　　　　　㈱
　　　π1≧0，π2＜0　　　　　　　　⑳
　　　：膿；1｝　　　㈱
　　　：糠：；1｝　　　e・）
　σはπ1に関しては，π1の絶対値が上昇するこ
とによりその効用水準は下落し，しかもπ、の上昇
が大であればあるほどその下落率は高いものとす．
る。一方π2については，π2の絶対値が上昇すれば
効用水準は上昇するが，そのような効用水準の上
昇率は逓減的であると仮定する。つまり人々は値
上がりに対してはつねに敏感だが，値下がりにつ
いてはその評価は逓減的であると仮定しているの
である。
　以上のような仮定のもとでは，社会的効用関数
は図一5で示されるような形状をもつ。そしてσ
の水準自体はUが北東方向へ移動するほどその
水準は下落する。つまりU。とU，，U，の間には
　　　u。＞u，＞u，
という関係が成立する。
　σに関する効用比較を前提として，われわれは
π2直線について社会的最適を決定することがで
きる。これは図によって表示するのが便利である。
図一6は，（π、，π2）に関する制約が存在しないと
きの社会的最適を描いている。
　社会的効用はσがπ2直線と点Eで接すると
きに最大となる。σ＊σ＊が最大の社会的厚生を与
えており，これよりも高い厚生を達成することは
不可能である。
　しかし問題は点Eがπ1とπ2に与えられた制
約内にある内点解になっているか否かである。図
一7で示すようにE点がπ2直線の有効部分より
　　　　　　　　　　　　Z2
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0
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上にあれば，社会的最適の達成は不可能である。
このときには，社会的に見てたかだか達成できる
のは，Uσというσ＊σ＊よりも低い水準である。
　さらに以上の枠組みを用いると，わが国のよう
に市内料金の値上げを認めない（rate　rebalanc－
ingがない）という政策のもつ効果が明らかとな
る。図一7で，π2＝0となる点を通ってUR　URとい
う社会的効用曲線が描かれている。π2が常にゼロ
に規制されるときには，プライス・キャップ方式の
もとでも企業の選択できるX，の料金はY点し
か存在しない。ところがこのYをとおるUR　UR
は実行可能な（π1，π2）の組合せの中でもっとも低
い厚生水準を与えるものである。つまり，プライ
ス・キャップ制度を導入したとしても，もし市内
料金について極端に強い規制が存在し，rate
rebalancingが不可能であるとすると，それはプ
ライス・キャップ方式の持つ本来の利益を社会に
還元できないということを意味する。したがって，
π1の上限に関する規制が最大の社会的厚生の実
現を阻げる可能性があるとともに，市内料金につ
いての規制領域の狭いことはプライス・キャップ
制度の持つ社会的便益を制限してしまう可能性が
高いのである。
4．4．3　技術進歩の効果
　これまでの分析はすべて，技術進歩の要因を無
視して分析がなされてきた。ここでこの要因を考
慮するとどのような拡張が必要となるか考えてみ
よう。
　まずTFPを表現する上で，技術の役割を次の
ような形で取り入れることができる。Xをある生
産物として，
　　　X＝X（v，T）
　Tは，技術進歩の水準を示すもので，Vは先述
の全生産要素集計量である。これを用いるとTFP
は次のように定義し直される。
　　　半器一号（・－1）＋β子
　b　　　x　　　T
＝一Kーδ一）i－＋β一丁一 ㈲
　　β一甥チ　　　　　（31）
βは技術進歩によってどれだけ生産物が増加し
うるかを，弾力性で表示したものである。このよ
うに定義しなおされたTFPを用いて再び
　　　嶋＋鴫一蝸＋嚥
を書き直してみると，
　　　Wl　01十zo2θ2＝z｛ノ1π1（1十μ1）－Wl（S，9i
　　　　　　　　　＋w、π、（1＋μ、）－w、6，9、
　　　　　　　　　橘β署協婿一・（32）
これによって従来のπ、直線は次のように切片が
変化する。
　　　　　＿幽⊥　　 　 　　　　　　　WI（S，9i十W2（ち92　　　　　　　　　　　π1十z2＝ω、（1＋μ、）　　　　　　　　　　　　　　w、（1＋μ、）
　　　　　　ω1β17『／T，＋Z｛ノ2β2Z£／T，
　　　　　　　　　ω、（1＋μ、）
・すなわち，技術進歩による貢献分だけπ2直線は
下方ヘシフトすることになる。これを図示したの
が図一7である。
　このような技術進歩は明らかにサービス1と2
の価格を従来よりも引き下げることを可能にす
る。図一8では技術進歩のないときの切片AがA’
π2
0
A
，
、4’　　　　π2
図一8
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ヘシフトし・その差は働焔E1肌の大
きさになっている。
　この技術進歩が社会的厚生に与える影響は重大
である。図一9はそれを図示したものである。
　π2直線の有効領域はX’Y’へ変化するが，これ
によって社会はσ＊σ＊でなくσ＊＊σ＊＊曲線上の
E’点で社会的最適を達成することができる。この
社会的効用曲線のシフト分だけ社会的純便益の増
大がある。また同じ市内サービス料金の上限規制
があっても，より高い社会的効用曲線は南西方向
へとシフトしているので，点E’が内点解になる
可能性が高まることも注目せねばならない。電気
通信においてはこうした技術進歩の可能性は十分
にあるのでプライス・キャップ方式の有効性も同
時にそれだけ高まると言ってよい。
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